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In recent years, flood damage is occurring frequently by the increase in an impervious area and the 
change of a rain form under the influence of urbanization. therefore, The measure is performed 
established of a stormwater runoff control facility frequently. 
This research conducted flood analysis which considered the stormwater runoff control facilities in 
musashino city,by applying the NILIM2.0. Using the result, quantification of effects of the rain runoff 
control institution, and cost effectiveness was verified. 
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１．はじめに 
近年，急激な人口の集中と産業活動の集中などの都市
化の進展のために森林，畑，水田などの浸透域が減少し，
建物や道路などの不浸透域が拡大し，雨水を貯留・浸透
する保水・遊水機能が低下している．また，地球温暖化
によるヒートアイランド現象の影響等により，都市域の
降雨形態が変化し，一時間あたり50mmや100mmを越える
ような短時間集中豪雨が各地で観測されている．それら
に伴って，洪水流量が増加し，結果として都市型洪水が
発生し，床下・床上浸水や道路冠水などの問題が起きて
いる． 
武蔵野市でも同様に，窪地や低地などに浸水被害が報
告されている．これらの浸水が発生するかどうかを左右
する重要な要因として，下水道の排水機能が挙げられる．
下水道が十分な排水能力を有していれば，浸水被害を防
いだり，床上浸水などの深刻な被害を抑制することがで
きる場合もある．しかし，同市では，現在降雨強度
40mm/hr対応の施設であり，能力不足となっている．下
水道の整備も必要であるが，併せて，総合治水の観点に
より雨水浸透事業等の雨水流出抑制対策の実施を推進
し，流域対策量として，10mm/hr分の抑制を図っていく
計画となっている． 
そこで本研究では，武蔵野市の浸水被害軽減を目標と
して，NILIM2.0都市域氾濫解析モデルを用いてシミュレ
ーションを行い，武蔵野市浸水対策プロジェクトに基づ
いた雨水浸透施設の目標設置数を設置した場合の浸水
深低減効果の定量化を行った．また，家屋や家庭用品の
浸水による直接被害額，事業所の営業停止期間を考慮し
た間接被害額を予測し，雨水浸透施設の費用対効果の比
較を行った． 
２．対象地域の概要 
武蔵野市は東京都特別区の西部に位置に接し，行政面
積 10.72km2の住宅都市である．地形は標高が 50m から
60mで西から東に緩やかな勾配で傾斜している．地質は，
第 4期古層ローム層が地層深さ 10mにおよび，その下層
は砂礫層となっている(図 1)． 
浸水被害については，低地部や窪地が浸水被害との関
わりにおいて，その潜在的危険度が高いと判断されてい
る．昭和 60年度～平成 17年度までの台風及び集中豪雨
等による浸水実績記録では，図 2に示す吉祥寺北町 1～2
丁目付近に被害が集中している． 
 
 
図 1 武蔵野市の標高 
 
 
図 2 武蔵野市における過去 20年間の浸水実績 
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 ３．モデルの概要及びその計算条件 
（1）モデルの概要 
NILIM2.0は，河道モデル，氾濫モデル，下水道モデル
の 3つに分かれ，それらが互いに影響し，下水道管路流
れと地表面氾濫現象を一体的に解析できるモデルであ
る 1）．土地利用から設定した斜面勾配と等価粗度を用い
て，表面雨水流化解析は Kinematic Wave法である式(1)
と連続式である式(2)を用いる．下水道管路内雨水追跡
解析には Diffusion wave式である式(3)と連続式である
式(4)，式(5)を用いる． 
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ここで， ：単位幅流量(m3/s)，  ：水深(m
3/s)，  ：斜
面勾配，  ：斜面の等価粗度， ：降雨強度(mm/hr)，  ：斜
面の流下方向距離(m)， ：流量(m3/s)， ：管路内水深
(m3/s)，  ：排水路断面積(m
2)， ：局所損失係数，  ：
摩擦損失勾配， ：圧力波速度(m/s)， ：流下方向の流
速(m/s)， ：流水断面積(m2)， ：径深(m)，  ：水路床
勾配，   ：横流入量(m
3/s)， ：排水路長さ， ：管路内
の粗度係数， ：重力加速度(m/s2)， ：時間(s)， ：管
路内の流下方向の距離(m) 
（2）計算条件 
降雨データとしては，対象領域の最近傍にあたる成蹊
気象観測所の 10 分間隔降雨データを用いて，浸水被害
が報告された 2003年 6月 25日の豪雨(総降雨量 59.9mm，
最大降雨強度 45.5mm/hr)と観測史上最大の 2005年 9月
4日の豪雨（総降雨量 195.5mm，最大降雨強度 95.5mm/hr）
に対してシミュレーションを行った．また，ピーク降雨
強度を変化させた中央集中型降雨波形のモデル降雨に
よる解析を行った． 
氾濫原データは，浸水被害が最も多い善福寺川排水区
を対象に，地表面標高の設定には 5m メッシュから GIS
により 50mメッシュに変換したものを用いた． 
土地利用は建物現況図・道路現況図により不浸透面
積・建物占有率・等価粗度・斜面勾配を設定した． 
下水道の設定には，武蔵野市下水道台帳を用いて，幹
線管路を全てと，浸水区域周辺の枝線管路を再現した 2）．
人孔の集水面積は，ティーセン分割により設定した． 
 雨水浸透施設については，浸透ますと透水性舗装のみ
を考慮し，領域に一様に分布している仮定のもと施設な
し，2005年の設置率，将来の目標設置率，浸透施設が完
備した場合の設置率を考慮した．浸透施設の設置条件を
表 1に示す． 
 
表 1 対象地域における浸透施設の導入条件 
 
 
４．実降雨を用いた浸透施設の導入による浸水深
低減効果の比較 
（1）2005年豪雨による氾濫解析結果と考察 
助成対象となる標準的な型番のP-2型の浸透ますを用
いて浸透ますの将来の目標設置率を設置した場合と施
設を設置していない場合の浸水深の低減効果を比較し
た． 
 2005年の豪雨は，武蔵野市において観測史上最大の浸
水被害を記録した．この豪雨による最大浸水深の計算結
果を図 3に示す．また，時系列湛水量を図 4に示す． 
 図 2に示した赤枠内の浸水被害集中発生地区と Case1
の計算結果を比較すると，過去に浸水被害が記録されて
いる地域と計算結果の浸水域がほぼ同等の位置を示し
た．浸水発生地区は，窪地や低地に位置しているため，
浸水被害は地形的条件に影響を受けることが考えられ
る．しかし，この降雨での最大浸水深の実測値は 1.5m
であるのに対し，計算結果では 2.36mとなっており，浸
水深は過大に評価されている．これは，パラメータを安
全側に設定したためと考えられる． 
 
 
 
 
図 3 2005年豪雨時の氾濫解析結果 
設置率 備考
Case1 0% 施設なし
Case2 19% 2005年の設置状況
Case3 50% 2020年の設置目標
Case4 100% 浸透施設完備
Case5 100% Case4+歩道面の透水性舗装
（a）Case1 
（a）Case1 
（b）Case2 
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図 4 2005年豪雨時の湛水深時系列変化 
 
図 3により Case1と Case5を比較すると浸水域・浸水
域ともに低減がみられたが，浸水域は 5％程度しか変わ
っていない．しかし，湛水量で見ると低減率は約 11％と
なり，湛水削減量は約 3,6000m3となった． 
降雨ピーク時刻と湛水量のピーク時刻が大きくずれ
ている．これは，内水氾濫は下水道からの溢水によるも
のであるため，上流からの雨水が下水道管路を流れ，窪
地に到達するまでの時間による遅れだと考えられる．管
路内の水位は 20：00に降雨のピークを迎えるが，水位
は管低高とほぼ同じ高さを示している．湛水量のピーク
時刻では管路は満管状態となり，地盤高の低い地点で浸
水が確認されている(図 5)． 
 
 
 
（a）20：00 
 
 
（b）21：40 
図 5 浸水集中発生地区における管内水位の変化 
また，下水道管路の勾配は基本的に常に上流から下流
に下に向かって傾いているが，人孔上の地盤高は上流人
孔と下流人孔で逆転している場所がある．この様な人孔
から溢水する結果となった．すなわち，窪地に位置する
人孔が溢水する傾向にあり，窪地は浸水リスクが高いこ
とが解析結果から示された． 
（2）2003年豪雨による氾濫解析結果と考察 
最大浸水深の解析結果を図 6に，時系列湛水量の計算
結果を図 7に示す． 
 図 6より，浸水域と浸水は Case1では，多少の浸水が
確認されたが，Case4では，浸水がほとんど確認されな
かった．これは，武蔵野市の下水道は 40mm/hrまで対策
可能となっているため，解析結果においても同等の結果
になったことが考えられる．湛水量については，Case1
と Case4で比較すると湛水量の低減率は 94％を示し，湛
水削減量は約 34,000m3となった．降雨ピーク時刻から湛
水量ピーク時刻には 30 分程度の遅れがあり，上流部か
らの雨が下水道に流下したものが窪地に到達する洪水
到達時間による遅れがあった． 
 2005年の解析では，降雨ピーク時刻と湛水量のピーク
時刻は 1時間 30分程度の遅れがあり，2003年の事例と
比較すると 2005 年の事例の方がピーク時刻のずれが大
きくなっている．考えられる要因として，降雨強度が
30mm/hrを下回ると，湛水量が減少に転じる傾向にある
ので，30mm/hrを越える降雨の降雨継続時間が長いほど，
湛水量のピークを迎える時刻が遅くなる． 
2005年の豪雨では，降雨の絶対量が多いため削減率は
低いが，2003年と 2005年の結果によると浸透施設を最
大限導入した場合，降雨規模によらず，湛水量を 3万 m3
程度削減できる結果となった． 
 
 
 
 
 
図 6 2003年豪雨時の氾濫解析結果 
（a）Case1 
（b）Case4 
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 図 7 2003年豪雨時の湛水深時系列変化 
 
５.モデル降雨を用いた浸透施設の導入による浸
水深低減効果の比較 
 気象庁により降雨強度別の年間降雨発生回数を基に
過去 1976年～2011年の降雨発生回数を平均すると 1年
間の平均として降雨強度のピークが 100mm/hrを越える
雨が 1回，70mm/hrが 2.5回，50mm/hrが 5.44回降るこ
とが予想される．また，1976年～2011年の平均値を平
水年，最大値を豊水年，最小値を渇水年とした．これら
の雨に対して，100mm/hr・70mm/hr・50mm/hr規模の中央
集中型降雨波形のモデル降雨によるシミュレーション
を行い，1年間に起こる浸水被害の検討をした．モデル
降雨による湛水深の計算結果を図 8，浸水メッシュ数を
集計したものを表 2に示す． 
図 8より，実降雨による解析結果と同様に浸透施設を
最大限導入した場合には 3万ｍ3以上の湛水量が減少す 
る結果となった．この 3万 m3の水量は，武蔵野市の公立
の小中学校に設置されている大型貯留槽(貯留量 800m3)
の約 38基分の量に相当する．浸透施設の設置により貯
留容量やポンプによる排水量を大きく軽減できる． 
表 2より，浸水深別の浸水メッシュ数は 50m/hr規模
のモデル降雨では床下・床上浸水が共に大きな減少効果
を示した．70mm/hr，100mm/hrでは，全体でみると大き
な変化はしてないが，1mを越える浸水メッシュ数が 1
メッシュずつ減少している．これにより，浸透施設を最
大限まで導入した場合，甚大な浸水被害を低減できるこ
とが示された． 
 
表 2 浸水深別の浸水メッシュ数 
 
 
図 8 モデル降雨による湛水深時系列変化 
 
６．浸水対策事業の費用対効果の検証 3) 
 武蔵野市では，浸透施設導入の促進のため助成金が交 
付される．助成額は施設規模により異なる．宅地に設置
する雨水浸透ますの費用は 1基あたり 3万から 5万程度
とされており，本研究では，多めに見積もり 1基当たり
5万円を費用とした．この費用により，浸透ますを完備
した場合の設置費用の総額は約 55 億円となる．浸水対
策事業の便益は，事業実施の有無による被害額の差分を
便益とし，50年の評価期間末における施設の残存価値を
加算して評価期間の総便益を算定する．家屋や事業所の
浸水による直接被害額，事業所の営業停止損失や応急対
策費用等の間接被害を予測し，浸水対策事業の費用対効
果の比較を行った．これらを算出する指標については，
東京都における平均的な家屋や家庭用品の資産額を浸
水深に応じた被害率を乗じて浸水による直接被害額を
算定した．また，事業所については産業種別ごとの評価
額を考慮した． 
 間接被害については，世帯・事業所数に一日当たりの 
清掃労働評価額を乗じ，浸水深に応じた所要延べ日数を
乗じて家庭・事業所における浸水被害の修復等の清掃労
働に要する費用の被害額を算定した．産業大分類別産業
毎の従業者数に営業停止・停滞日数及び１人１日当たり
の付加価値額を乗じ，産業毎の営業停止損失額を求め，
その総和を算定した． 
これらの被害項目に対しての被害率・被害日数を表 3，
平水年における事業を実施した場合と事業を実施して
いない場合の被害額とその差分によって得られた便益
額をまとめたものを表 4，豊水年，渇水年を表 5，表 6
に示す．また，評価対象期間における年便益の総和及び
評価対象期間終了時点における残存価値を加算した総
便益を式(6)で算定した．治水経済マニュアルでは評価
期間 50年間を基本としているため，ここでは 50年間の
評価期間による総便益額を算定した． 
 
床下
1～45 45～50 50～99 100～199 200以上
50mm/hr 413 7 0 0 0
70mm/hr 657 6 17 3 0
100mm/hr 797 13 46 12 4
50mm/hr 91 0 0 0 0
70mm/hr 630 5 16 2 0
100mm/hr 784 13 42 11 3
床上
浸水深h(cm)
Case1
Case4
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ここで， ：：評価期間における総便益(円)，  ：t年に
おける年便益(円)， ：割引率(0.04)， ：整備期間(年) 
 
表 3 浸水深別の浸水被害率及び被害日数 
 
 
表 4 平水年の被害額及び便益額 
 
 
表 5 渇水年の被害額及び便益額 
 
 
表 6 豊水年の被害額及び便益額 
 
 
 表 4より，武蔵野市は事業所・従業者の数が多いこと
により，事業所における営業停止損失額や応急処置費用
が高くなっている． 
平水年の被害額及び便益額は，事業を実施しない場合
には，約 122億円の被害額があるのに対して，事業を実
施した場合には約 77 億円となった．事業を実施した場
合，年間で浸水被害額を約 37％削減できる結果となった．
50年間の評価期間における総便益は 255億円となった． 
 渇水年では降雨強度 100mm/hr を越えるような雨が観
測されていないため，浸水被害額が少なかった．豊水年
については，100mm/hrの降雨が 2回，70mm/hrの降雨が
5回と降雨強度が強い雨が頻発していたため，被害額は
渇水年と比べ約 6倍となった． 
平水年における浸水対策事業の費用対効果は約 4.64
となり，これを上回り豊水年では，約 6.28 となった．
また，渇水年においても約 1.68 となり降雨の少ない年
においても浸透施設の費用を上回る結果となり，浸水対
策事業の有用性が示された． 
 
７．まとめ 
 本研究では，NILIM2.0を用いて雨水浸透ますを可能な
限り設置した場合の浸水深低減効果の定量化をし，直接
被害額及び間接被害を予測し，雨水浸透施設の費用対効
果の比較を行った． 
 その結果，浸透施設の導入により，浸水域には大きな
変化はみられないが，最大湛水量を約 3万 m3削減できる
結果となった．被害額としては，直接被害・間接被害を
考慮し，平均的な年の費用対効果は 4.63となり，雨の
多い年では，6.28となった．雨の少ない年においても約
1.68となり降雨の少ない年においても浸透施設の費用
を上回る結果となり，浸水対策事業の有用性が示された． 
また，道路冠水による道路途絶やライフラインの切断
等の波及被害を考慮すると，より多くの費用対効果が期
待される． 
 
８.今後の課題 
(1)浸水深が過大評価されているため，等価粗度等のパ
ラメータの見直しが必要である． 
(2)本研究では，浸透施設のみを考慮したため，貯留施
設や排除ポンプ施設を考慮した検討が必要である． 
(3)交通途絶やライフラインの切断による波及被害の検
討をすることで総合的な被害額を予測する． 
(4)より詳細な氾濫状況を推定するため，メッシュサイ
ズを細かく設定する． 
(5)神田川流域計画で検討されている大規模な調整池な
どを考慮するため，流域規模でのシミュレーション
を行う． 
(6)浸透ますの費用については設置費用しか考慮してい
なかったため、維持管理費用についての検討を行う
必要がある． 
(7)本研究では浸透ますは P-2型のみしか検討していな
かったため，他の型番も考慮して浸透施設の効果的
な導入について検討する． 
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床下
1～45 45～50 50～99 100～199 200以上
家屋 0.032 0.092 0.119 0.266 0.580
家庭用品 0.021 0.145 0.326 0.508 0.928
事業所 0.099 0.232 0.453 0.789 0.966
家屋清掃 4.0 7.5 13.3 26.1 42.4
事業所清掃 4.0 7.5 13.3 26.1 42.4
事業所営業停止 3.0 4.4 6.3 10.3 16.8
床上
浸水深h(cm)
被害率
日数
Case1 Case4
家屋の浸水被害 2,091 1,319 772
家庭用品の浸水被害 3,844 2,595 1,250
事業所の浸水被害 1,541 983 558
小計 7,476 4,897 2,579
事業所の営業停止損失 370,902 233,661 137,240
家屋における応急対策 248,553 157,224 91,330
事業所における応急対策 596,168 370,915 225,253
小計 1,215,623 761,800 453,823
1,223,099 766,697 456,403
便益額(万円）
Case1-Case4
間接被害
合計
被害額(万円）
直接被害
Case1 Case4
家屋の浸水被害 622 345 277
家庭用品の浸水被害 1,043 609 434
事業所の浸水被害 455 255 200
小計 2,120 1,209 911
事業所の営業停止損失 111,496 61,986 49,510
家屋における応急対策 74,197 41,342 32,855
事業所における応急対策 182,380 100,627 81,753
小計 368,073 203,955 164,118
370,193 205,164 165,029
便益額(万円）
Case1-Case4
直接被害
間接被害
合計
被害額(万円）
Case1 Case4
家屋の浸水被害 3,961 2,905 1,056
家庭用品の浸水被害 7,782 5,975 1,806
事業所の浸水被害 2,936 2,170 765
小計 14,679 11,051 3,628
事業所の営業停止損失 697,615 511,175 186,440
家屋における応急対策 469,880 345,236 124,645
事業所における応急対策 1,106,060 803,271 302,789
小計 2,273,555 1,659,682 613,873
2,288,234 1,670,732 617,502
直接被害
間接被害
合計
被害額(万円） 便益額(万円）
Case1-Case4
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